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事実の概要

　本件被告であるＹ会社は、不動産賃貸・管理運
営などを目的とする株式会社であり、取締役会設
置会社であった。Ｙ会社の定款には取締役会の定
足数や決議要件は定められていなかった。原告で
あるＸは、亡くなったＡの配偶者であり、ＸとＡ
の間にはＢとＣという子供がいる。また、Ａの父
母には、Ａ以外にＤとＹ会社の代表者であるＥと
いう子供がいた。Ｙ会社の代表者であったＥは、
平成 29 年 9 月 11 日に、自らおよび監査役Ｆ（Ｅ
の配偶者）を出席者とするＹ会社の取締役会（本
件取締役会）を開催し、同月 29 日に株主総会（本
件株主総会）を開催する旨の決議（本件取締役会決
議）をした。本件株主総会に先立って、平成 29
年 9 月 1 日に、ＥはＤに対して本件株主総会の
開催予定日時、場所、本件株主総会決議に係る議
案の内容および各役員候補者の氏名を記載した本
件取締役会招集通知を送付していたが、Ｄは本件
取締役会当日になって欠席の電子メールを送信し
たのみであった。
　ちなみに、本件株主総会開催当時、Ｙ会社の登
記には取締役として、Ｅ以外にはＡの母とＤが記
録されていた。ただし、Ａの母はすでに死亡して
おり（平成 28 年 11 月 3 日に死亡）、当時のＹ会社
の取締役はＥとＤのみであった。また、本件株主
総会に係る基準日時点（平成 29 年 9 月 29 日）で、
Ｙ会社の発行済株式総数は 200 株であり、その
うち、Ｅが 120 株、Ｘが 30 株、Ｂが 25 株およ

びＣが 25 株を各々保有していた。
　平成29年9月29日に本件株主総会は開催され、
ＥとＸは出席していたが、ＢとＣはその議決権行
使をＸに委任する旨の委任状をＹ会社に提出して
いた。そして、本件株主総会決議において、Ｅお
よびＦをＹ会社の取締役に選任する旨の決議（本
件決議）がなされた。その後、Ｘが、代理人を通
じて本件取締役会の議事録を確認したところ、本
件取締役会決議に瑕疵があったとして、本件株主
総会の決議取消しを求めて訴えを提起した。

判決の要旨

　「本件取締役会決議は、出席者及び議案への賛
成者の数が、いずれも取締役会の法定の最低員数
である 3 名（会社法 331 条 5 項）の過半数（同
法 369 条 1 項）である 2 名に満たないものだっ
たといえる。よって、本件取締役会決議は、その
定足数を満たしておらず、軽微でない瑕疵がある
から無効というべきである。……Ｄが、招集通知
の内容について反対していなかったことを認める
に足りる証拠はなく……本件取締役会決議は、定
足数不足により無効であって、本件株主総会の招
集手続には、Ｅが取締役会の決議に基づかずに
招集した瑕疵が認められ、法令違反（会社法 831
条 1 項 1 号）がある」。
　「確かに、本件株主総会では、Ｘを含む全株主が、
出席し又はＸに対して委任してそれぞれその議決
権を行使し、Ｘ及びＣをＹの取締役に選任する旨
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のＸの株主提案が付議されるなど、Ｘらの意見に
も一応配慮して議事が進行されていたといえる。
　しかし、Ｘは、Ｅが提出した本件決議に係る
議案について反対し、かつ、本件株主総会の約 2
週間後には、代理人を通じてその招集のための本
件取締役会の議事録開示請求をしており、これら
の事実に照らすと、Ｘが、本件株主総会の当時、
本件取締役会に瑕疵があることを認識しつつ本件
株主総会の開催に同意していたと認めることはで
きない。また、……Ｂ及びＣは、Ｙに対して委任
状を提出した際、本件取締役会に瑕疵があること
を認識しつつ本件株主総会の開催に同意していた
と認めることはできない。そうすると、たとえＸ
が本件株主総会に出席し、またＢ及びＣがＹに対
して委任状を提出していたとしても、本件株主総
会が全員出席総会であるとして招集手続の瑕疵が
治癒されるということはできないというべきであ
る。」

判例の解説

　一　本判決の意義
　本件において、裁判所は、株主総会の招集手続
に瑕疵がある事案で、委任状を含めた株主全員が
出席し決議した全員出席総会について、招集手続
の瑕疵は治癒されず決議取消しの対象になると判
示した。従来の判例は、株主総会の招集手続に瑕
疵があったとしても、株主全員が出席していれば、
招集手続の瑕疵は治癒され株主総会決議は有効で
あるとしている。本件は、全員出席総会の成立が
否定された数少ない公表裁判例であり、その点で
意義がある。

　二　全員出席総会の有効性について
　会社法上、原則として株主総会を開催するには
招集手続を必要とし、取締役（取締役会設置会社
の場合には取締役会）の決議に基づき（会社法 298
条 4 項）１）、代表取締役が各株主に対して 2 週間
前には日時・場所・議題等を記載した招集通知を
発しなければならない（会社法 299 条 1 項等）。そ
のため、本件のような取締役会設置会社におい
て、取締役会決議に基づかずに代表取締役が招集
通知を発した場合には、その招集手続には法令違

反があるとして、株主総会の決議取消しの対象と
なる２）（最判昭 46・3・18 ３））。本件では、その後
の株主総会において委任状による代理出席を含め
て株主全員が出席し決議を行っていることから、
例外的に、その決議を有効とできるかが問題とな
る。本件のような会社法に基づいた招集手続を経
ずに、株主全員がその開催に同意して総会に出席
した場合の株主総会は全員出席総会といわれてい
る。全員出席総会といってもいくつかの類型があ
るが、本稿で検討するのは、招集手続の瑕疵の程
度はともかく、株主に対して代表取締役による招
集通知がなされている場合である。
　会社法制定以前、リーディングケースである最
判昭 60・12・20 ４）は、「商法が、231 条（現在の
会社法 298 条）以下の規定により、株主総会を招
集するためには招集権者による招集の手続を経る
ことが必要であるとしている趣旨は、全株主に対
し、会議体としての機関である株主総会の開催と
会議の目的たる事項を知らせることによって、こ
れに対する出席の機会を与えるとともにその議事
及び議決に参加するための準備の機会を与えるこ
とを目的とするものであるから、招集権者による
株主総会の招集の手続を欠く場合であっても、株
主全員がその開催に同意して出席したいわゆる全
員出席総会において、株主総会の権限に属する事
項につき決議をしたときには、右決議は有効に成
立するものというべきであり」と述べ、全員出席
総会の場合には招集手続の瑕疵は治癒されたもの
と解している。このように、最高裁は、株主総会
の招集手続は株主総会への出席と準備の機会を与
えることが目的であり、株主がそのような利益を
放棄して株主総会の開催に同意している以上、そ
の決議は有効であると解しているようである。こ
の最高裁判決以降、学説の多くは、小規模閉鎖会
社の問題として捉えることで、全員出席総会によ
る決議に肯定的だったようである５）。
　ところで、現行の会社法においては、書面決
議（または、電磁的方法による決議）を採用してい
ない（または、採用が強制されていない）会社では、
株主全員の同意による株主総会の招集手続の省略
が認められるようになっている（会社法 300 条）。
また、株主全員が同意すれば、株主総会決議を省
略することも認められている（会社法 319 条 1 項）。
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前者は招集手続に係るものであって、従来の判例
法理にある株主総会での株主全員の出席とは結び
ついていないが６）、このような会社法の規定が存
することによって７）全員出席総会を認める意義
は相対的に低くなったとの指摘もある８）。しかし
ながら、従来の判例法理における全員出席総会は、
会社法の規定とは異なり、決議事項の賛否に対す
る全員の同意を求めておらず、書面決議等を採用
した会社であるか否かは問題としていなかった。
また、従来の判例・学説が問題としてきた事案は、
株主全員が事前に株主総会に係る手続や決議に同
意しているわけではなく、現在の会社法 300 条
等が想定する状況とは異なるものである。そのた
め、多くの学説は、会社法制定後においても全員
出席総会を認める意義はあるとしており９）、下級
審裁判例も、従来の判例法理に基づき、全員出席
総会による決議を認めたものもある 10）。

　三　委任状による代理出席の有無
　本件では、出席株主の一部が委任状を提出して
おり、委任状による代理出席の有無によって全員
出席総会の認定に差異が生じるかが問題となる。
前述した、最判昭 60・12・20 は、一部の株主が
委任状によって代理人を出席させた場合には、株
主が株主総会の目的である事項を了知して委任状
を作成し、かつ、当該決議がその目的である事項
の範囲内であれば、全員出席総会による決議を認
めている。
　この最高裁の見解に対して、当時の学説の多
くは、代理行使による濫用の懸念に対し配慮し
たものとして、肯定的に受け止めていたようで
ある 11）。このような、代理出席による全員出席
総会を認めることに肯定的な見解は、株主には代
理行使をする権利が保障されており 12）、株主の
利益が損なわれないならば、例外的に代理出席に
よる全員出席総会を認めてもよいと考えているよ
うである。ただし、学説の中には、株主の意思を
合理的に解釈して、必ずしも招集通知が送付され
た時点で決議事項が記載されていなかったとして
も、代理行使の余地を認める見解もある 13）。こ
の見解は、代理人による議決権行使が株主の意思
を反映していると判断できる場合には、全員出席
総会を認めても問題はないと解しているようであ

る。他方で、これに否定的な見解は、その根拠と
して、委任状を交付された代理人は株主の出席・
準備する機会を放棄する権限を包括的に有してお
らず、委任状を交付したからといって、株主とし
て有する利益を放棄する意思を表明しているとま
ではいえないとする 14）。もっとも、会社法制定
後の学説は、従来の判例・学説を踏襲して、委任
状による代理出席について否定的な見解はないよ
うである 15）。

　四　本判決について
　本件において、裁判所は、本件株主総会は株主
全員が出席し決議をしているものの、出席株主が
取締役会決議の瑕疵について認識しつつ株主総会
の開催に同意していなかったとして、本件株主総
会決議は取消しの対象となると判示している。こ
れまで、全員出席総会を認めるにあたって、株主
に招集手続に係る瑕疵の認識を求めた裁判例はな
かったように思われる。本判決は、その根拠を必
ずしも明らかにはしていないが、学説上、株主の
錯誤の問題として処理し、従来の判例法理におけ
る全員出席総会の要件を加重したとの指摘があ
る 16）。また、本判決が全員出席総会によって治
癒される瑕疵を、株主が株主総会に出席した時点
で、株主に知られていると合理的に推認でき、ま
た招集手続の省略に同意していると合理的に推認
できる瑕疵であると解する見解もある 17）。
　本判決のように解すると、全員出席総会による
決議を認めるにあたって、株主は議決権行使の時
点で（または、委任状を交付する時点で）招集手続
に係る瑕疵を認識していなければならないことと
なる。そのため、従来の判例法理に比べて、全員
出席総会による決議を認める範囲は狭く解される
こととなるだろう。たしかに、全員出席総会をむ
やみに認めることは法定手続の不遵守の恒常化を
招来してしまうおそれから、全員出席総会を認め
る範囲を狭く解することにもそれなりの根拠があ
るようにも思われる。
　しかしながら、前述したように、従来の判例法
理において、全員出席総会が問題となっているの
は、株主総会に出席している時点で、株主は招集
手続の瑕疵があるとの認識がなく、株主全員が必
ずしも事前に株主総会に係る手続や決議に同意
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していない事案がほとんどであるといわれる 18）。
本判決の立場を採ると、そのような事案において、
全員出席総会による決議は否定されることとなる
だろう。また、株主総会決議後に招集手続の瑕疵
が明らかとなり、株主全員による決議があったに
も関わらず、その決議を取り消すことは法的安定
性の観点から必ずしも適切ではない。そして、全
員出席総会が問題となるのは小規模閉鎖会社であ
ることを考えると、株主全員が出席し決議してい
る以上、株主に招集手続に係る瑕疵の認識を必ず
しも求める必要はないように思われる。これは、
委任状による代理出席者の有無によって左右され
るものではない。
　最後に、本件の射程について付言すると、本件
は取締役会設置会社の事案であったが、取締役会
非設置会社においても委任状による代理出席があ
る場合も含めて全員出席総会を認めるべきかにつ
いては、別途検討を要する問題である 19）。

●――注
１）取締役会決議において、その定足数は取締役の過半数

の出席が必要であり（会社法 369 条 1 項）、定足数を計
算するときは現存する取締役を基礎としてしなければな
らない（最判昭 41・8・26 民集 20 巻 6 号 1289 頁以下）。
また、現存する取締役が定款または法令の定める定数を
割り込んでいるときは、一般的にはその定数の過半数が
出席しないとその決議は無効になるとされている。江頭
憲治郎『株式会社法〔第 7 版〕』（有斐閣、2018 年）420
頁、龍田節＝前田雅弘『会社法大要〔第 2 版〕』（有斐閣、
2017 年）123 頁。

２）決議取締役会決議および代表取締役による株主総会の
招集もなく株主総会決議がなされた場合には、株主総会
の不存在であるとされている（最判昭 45・8・20 判タ
253 号 163 頁以下）。

３）民集 25 巻 2 号 183 頁以下。
４）民集 39 巻 8 号 1869 頁以下。
５）会社法制定以前の全員出席総会に係る判例・学説につ

いては、大塚龍二「全員出席総会の効力」岩原紳作＝神
田秀樹編『竹内昭夫先生追悼論文集　商事法の展望―
―新しい企業法を求めて』（商事法務研究会、1998 年）
185 頁以下を参照。

６）酒巻俊雄＝龍田節編集代表『逐条解説 会社法 第 4 巻　
機関・1』（中央経済社、2008 年）78 頁［前田重行］。

７）平成 14 年の商法改正によって、有限会社法の規定を
参考に、会社法 300 条および 319 条に類する規定（平成
14 年商法 236 条・253 条）は設けられていた。

８）丸山秀平「判批」別冊ジュリ 205 号（2011 年）69 頁。

９）鈴木千佳子「判批」別冊ジュリ 229 号（2016 年）65 頁、
岩原紳作編『会社法コンメンタール 機関［1］』（商事法
務、2013 年）71 頁［岩原紳作］、丸山・前掲注８）69 頁。
ただし、江頭・前掲注１）329 頁は、全員出席総会は認
めるものの、取締役・監査役の出席を求めている。他方
で、江頭憲治郎＝門口正人編集代表『会社法大系 3』（青
林書院、2008 年）60 頁［長谷部幸弥］は、全員出席総
会を認めるものの、取締役には株主総会の出席義務は課
されていないことから、その要件に取締役の出席を求め
ることには反対している。

10）たとえば、東京地判平 23・1・26 資料版商事 324 号
70 頁以下、判タ 1361 号 218 頁以下がある（ただし、裁
判所は、全員出席総会に係る株主全員の同意がなかった
として、全員出席総会は認められないとの判断をしてい
る）。

11）鈴木・前掲注９）65 頁、岩原・前掲注９）71 頁、丸山・
前掲注８）69 頁、大塚・前掲注５）204 頁。

12）大塚・前掲注５）204 頁、奥島孝康「判解」法セ 378 号（1986
年）110 頁。

13）鈴木・前掲注９）65 頁、森本滋「判批」民商（1988 年）
263 頁。

14）大隅健一郎＝今井宏『会社法論（中）〔第 3 版〕』（有斐閣、
1992 年）13 頁、西原寛一「株主総会の運営」田中耕太
郎編『株式会社法講座 第 3 巻』（有斐閣、1956 年）873 頁。

15）鈴木・前掲注９）65 頁、岩原・前掲注９）71 頁、丸山・
前掲注８）69 頁。

16）弥永真生「判解」ジュリ 1529 号（2019 年）3 頁。
17）鳥山恭一「判解」法セ 771 号（2019 年）131 頁。
18）大塚・前掲注５）202 頁、小宮靖毅「治癒から考える
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